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ま  え  が  き 

 

 県は、県民の皆さんに、最近の財政状況を通して県政の動きをお知らせし、

豊かで住みよい地域づくりに一層の御理解と御協力をいただくために、財政

状況を年２回公表しています。 

 今回は、令和５年度当初予算及び令和４年10月１日から令和５年３月31日

までの間における補正予算の状況をはじめ、収入支出の状況、県民の県税負

担の状況、県債・一時借入金の状況及び県有財産の状況についてお知らせす

るものです。 

 

 

 

 

令和５年６月22日 

茨城県知事 大井川 和彦 
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「活力があり、県民が日本一幸せな県」の実現に向け、「４つのチャレンジ」

を加速。 

 

Ⅰ 令和５年度当初予算案の概要   
 
 
 

１ 予算編成の基本的考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ「新しい豊かさ」へのチャレンジ  Ⅱ「新しい安心安全」へのチャレンジ 

 

力強い産業の創出とゆとりある暮らし

を育み、新しい豊かさを目指す。 

 

  

医療、福祉、治安、防災など県民の命

を守る生活基盤を築く。 

 
   

Ⅲ「新しい人財育成」へのチャレンジ  Ⅳ「新しい夢・希望」へのチャレンジ 

茨城の未来をつくる「人財」を育て、 

日本一子どもを産み育てやすい県を 

目指す。 

 
将来にわたって夢や希望を描ける県と

するため、県内外から選ばれる、魅力

ある茨城(IBARAKI)づくりを推進する。 

ウィズコロナ・ポストコロナ時代の 

「新しい茨城」づくりへの挑戦 

〇 グローバルな視点と挑戦の気概を持ち、施策を計画・実行。 
 

〇 茨城の潜在能力を最大限引き出した未来を見据えた施策の推進。 
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２ 「４つのチャレンジ」の主な施策
「新しい豊かさ」へのチャレンジ

• 今年秋の茨城デスティネーションキャンペーンにあわせ、ＪＲ駅を活用した全国宣
伝などにより、『体験王国いばらき』の魅力を全国に発信。

• 「ひたちなか地区」において新たな工業団地を開発。
• 新たな肉質基準の導入による新ブランド常陸牛の販売・生産支援。
＜これまでの取組・成果＞

▶ 戦略的な企業誘致により、県外企業立地件数が５年連続全国第１位
▶ 過去５年間の荒廃農地の再生面積が全国１位

トップクラスの企業誘致で
茨城県の発展を加速！

「新しい安心安全」へのチャレンジ
• あすなろの郷の再編整備として、最重度の障害がある方への質の高いサービス
提供のため、県立のセーフティネット棟を整備。

• 金銭を介さずにサービスを相互に提供しあう仕組み（時間銀行）を活用した地
域課題解決の取組に対する支援。

＜これまでの取組・成果＞

▶ 最優先で医師確保に取り組む医療機関・診療科を選定し、第2次目標の達成に向け医師を確保
▶ 防災・減災のため、河川改修や橋梁の耐震化などのインフラ整備を推進

医師確保による
地域医療のさらなる充実！
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「新しい人財育成」へのチャレンジ

• 経営者向けワークショップの開催や、県民のスキル習得を促進するための仕組みづ
くりにより、県民のリスキリングを強力に推進。

• 令和８年度のＩＴ短大の大学校化に向け、新棟の設計やカリキュラムなどの基
本計画を策定。

＜これまでの取組・成果＞

▶ 「学びの質」を向上させるため、中高一貫教育校を１０校設置
▶ パートナーシップ宣誓制度の自治体間連携を推進し、４県２市と連携協定を締結

「新しい夢・希望」へのチャレンジ
• 海外ニーズを踏まえた商品改良・開発等により、輸出拡大にチャレンジする事業
者を支援。

• 台湾での「開運茨城」のプロモーション効果を本県への観光消費額の増加・県産品購入
につなげるための経済交流等の強化。

＜これまでの取組・成果＞

▶ 地方移住への関心の高まりなどにより、他県からの転入者の対前年増加数が全国１位
▶ 本県情報のメディア掲載による広告換算額が約３倍に増加

潜在能力を秘めた
選ばれる茨城！

多様性を認め合う社会の実現を
他県に先駆けて推進！
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３ 令和５年度当初予算案の規模 

 

一般会計予算案の規模 １兆２,９２１億９４百万円（対前年度当初比＋０．８％） 

※ うち新型コロナウイルス感染症関連分 1,267 億 54 百万円 

※ 新型コロナウイルス感染症関連分除きの伸び率 5.3％ 

 新型コロナウイルス感染症関連経費が減となる一方、税収増加に伴う市町村交付金の

増、「あすなろの郷」再編整備費などの計上や、公債費、社会保障関係費の増などに

より、歳出規模は前年度と比べ、＋０．８％。 

 新型コロナウイルス感染症関連分除きの比較では、５．３％の増。 

 

（単位：百万円、％） 

区  分 Ｒ４ Ｒ５ 増減率 

一 般 会 計 
1,281,679  

(1,106,581) 

1,292,194  

(1,165,440) 

0.8 

(5.3) 

特 別 会 計 464,082 458,330 ▲1.2 

企 業 会 計 125,442 163,851 30.6 

計 1,871,203 1,914,375 2.3 

 （注）（ ）内は、新型コロナウイルス感染症関連分を除いた額及び伸び率  

 

【一般会計当初予算額の推移】                     （単位：億円） 

 

11,357 11,629
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0

3,000

6,000

9,000
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県税

4,268

33%

地方交付税

1,964

15%

国庫支出金

1,647

13%

県債

839

7%

地方消費税

清算金

1,438

11%

諸収入

1,423

11%

地方譲与税

545

4%

その他

798

6%

４ 歳入の状況 

 

【主な歳入の内訳】                 （単位：億円、構成比）   

 

   

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 
 

※1 うち臨時財政対策債 164 億円 1% 

※2 うち新型コロナウイルス感染症対策融資分 825 億円 6% 

 

① 県税  ４，２６８億円 【対前年度比：＋２８７億円、＋７．２％】 

 県税収入総額は、企業収益の増による法人二税等の増などにより前年度比＋７．２％、 

２８７億円の増。 

 実質的県税ベース（県税、地方消費税清算金及び特別法人事業譲与税・自動車重量譲与

税の合計額）では、前年度比＋５．７％、２８５億円の増で、５，２７２億円。 

 法人二税は、企業収益の増による課税所得の増などにより前年度比＋１２．４％、  

１２４億円の増で、１，１２３億円。 

 地方消費税は、資源高等による輸入額の増により、前年度比＋１６．２％、１３４億円

の増で、９５９億円。 

 

 【主な税目の前年度比較】                                          （単位：百万円、％） 

税  目 Ｒ４ Ｒ５ 増 減 増減率 増減の主な理由 

 法 人 二 税 99,908 112,331 12,423 12.4 企業収益の増 

 個 人 県 民 税 113,814 115,757 1,943 1.7 配当所得や課税所得の増 

 地 方 消 費 税 82,534 95,889 13,355 16.2 輸入額の増加による増 

自 動 車 税 53,453 51,957 ▲1,496 ▲2.8 自動車販売台数の減 

 軽油 引取 税 32,052 32,680 628 2.0 貨物輸送量の回復による増 

  県税収入計 398,113 426,831 28,718 7.2   

前年度から増加 

・県税      （＋ ７．２％） 

・地方消費税清算金（＋１０．３％） 

・地方譲与税   （＋ ２．６％） 

・諸収入     （＋ ０．３％） 

 

前年度から減少 

・国庫支出金   （▲２１．８％） 

・地方交付税   （▲ ０．２％） 

・県債      （▲１１．５％） 

歳入総額 
 

12,922 

※１ 

※２ 
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【実質的県税の前年度比較】                                 （単位：百万円、％） 

区   分 Ｒ４ Ｒ５ 増 減 増減率 備考 

 県 税 収 入     ① 398,113 426,831 28,718 7.2 － 

 地方消費税清算金(清算後)② 51,395 49,596 ▲1,799 ▲3.5 － 

小計（①＋②） 449,508 476,427 26,919 6.0 － 

 特別法人事業譲与税   ③ 48,861 50,232 1,371 2.8 
企業収益の増 

 自動車重量譲与税    ④ 329 514 185 56.1 

実質的県税 ①＋②＋③＋④ 498,698 527,173 28,475 5.7 － 

 

 

 

【実質的県税収入 当初予算額の推移】                 （単位：億円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

4,789 4,856

4,399

4,987
5,272

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

6



②  地方交付税 １，９６４億円 【対前年度比：▲  ３億円、▲ ０．２％】 

    臨時財政対策債 １６４億円 【対前年度比：▲１０１億円、▲３８．１％】 

 普通交付税については、令和４年度の算定結果をもとに、令和５年度の地方財政計画の

内容等を踏まえ算定し、前年度比▲０．１％、２億円減の１，９４５億円。 

 特別交付税については、交付実績を踏まえ、前年度比▲１０．０％、２億円減の１８億円。 

 臨時財政対策債については、前年度比▲３８．１％、１０１億円減の１６４億円。 

 この結果、地方交付税（震災復興特別交付税を除く）と臨時財政対策債を合わせた実質

的地方交付税は２，１２７億円となり、前年度比▲４．７％、１０５億円の減。 

 

【実質的地方交付税の前年度比較】                         （単位：百万円、％） 

区   分 Ｒ４ Ｒ５ 増 減 増減率 地財計画 

 地 方 交 付 税  196,732 196,368 ▲  364 ▲ 0.2 1.6 

 

 

 

普 通 交 付 税    ① 194,700 194,500 ▲  200 ▲ 0.1 
1.7 

特別交付税(通常分)② 2,000 1,800 ▲  200 ▲10.0 

震災復興特別交付税 32 68 36 112.5 ▲12.5 

 臨時財政対策債       ③ 26,500 16,400 ▲10,100 ▲38.1 ▲44.1 

実質的地方交付税①+②+③ 223,200 212,700 ▲10,500 ▲ 4.7 ▲ 2.4 

 

③  県債 ８３９億円 【対前年度比：▲１０９億円、▲１１．５％】 

 県債の発行額は、臨時財政対策債の減などにより前年度比▲１１．５％、１０９億円の減。 

 特例的県債（臨時財政対策債）の発行額は、前年度比▲３８．１％、１０１億円の減。 

 予算額に占める県債の割合を示す県債依存度は、県債発行の抑制などにより県債発行額が

減少したため６．５％と０．９ポイント減（前年度当初：７．４％） 

 令和５年度末の通常県債（公共投資に充てる県債や退職手当債など）に係る県債残高は、

後年度負担軽減の観点から県債発行を抑制するとともに、令和５年度に予定していた借換

を一部中止し繰上償還することにより、令和４年度末残高より４７億円減少し、１兆１，

４５８億円となる見込み。 

 特例的県債に係る県債残高は、令和５年度末（見込）で９，２４８億円と前年度末残高か

ら４１９億円減少するため、通常県債と特例的県債を合わせた県債残高は、令和５年度末

（見込）で、２兆７０６億円となり、令和４年度末（見込）に比べ４６６億円の減。 

 

【県債発行額の前年度比較】                                       （単位：百万円、％） 

区   分 Ｒ４ Ｒ５ 増 減 増減率 備  考 

 通 常 県 債 68,359 67,527 ▲  832 ▲ 1.2 
－  公共投資に充てる県債 66,359 67,527 1,168 1.8 

退 職 手 当 債 2,000 - ▲ 2,000 皆減 

 特 例 的 県 債 26,500 16,400 ▲10,100 ▲38.1 臨時財政対策債 

合      計 94,859 83,927 ▲10,932 ▲11.5 － 
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【実質的な一般財源総額の前年度比較】                     （単位：百万円、％） 

区   分 Ｒ４ Ｒ５ 増 減 増減率 (参考)地財計画 

 県税（地方消費税清算後） 449,508 476,427 26,919 6.0 （県税）5.5 

 特別法人事業譲与税 48,861 50,232 1,371 2.8 0.8 

 実質的地方交付税 223,200 212,700 ▲10,500 ▲4.7 ▲ 2.4 

 震災復興特別交付税 32 68 36 112.5 ▲12.5 

 その他の地方譲与税等 6,401 6,286 ▲  115 ▲1.8 － 

合   計 728,002 745,713 17,711 2.4 － 

 震災復興特別交付税除き 727,970 745,645 17,675 2.4 (水準超除き)  0.0 

 ※実質的地方交付税は、地方交付税（震災復興特別交付税を除く）及び臨時財政対策債の合計額 

 ※その他の地方譲与税等は、特別法人事業譲与税以外の地方譲与税及び地方特例交付金の合計額 

 

 

⑤  繰入金（一般財源）  

２８１億円 【対前年度比：＋２３５億円、＋５０８．１％】 

 後年度負担軽減の観点から、県債発行を抑制するため、一般財源として使用することか

ら、前年度比５０８．１％、２３５億円の増。 

 

【繰入金（一般財源基金）の前年度比較】                              （単位：百万円、％） 

区   分 Ｒ４ Ｒ５ 増 減 増減率 

一般財源基金繰入金 4,617 28,075 23,458 508.1 

一般財源基金残高（年度末）  83,628※１ 96,900 程度※２ - - 

※1 R4-1 月補正後の残高見込み。 

※2 R4 税収見込等を踏まえ、今後の地方交付税の精算による減額（130 億円程度）に対応できるよ

う、R4 補正予算で積み増し。 

 

 

 

④  実質的な一般財源総額 

７，４５６億円 【対前年度比：＋１７７億円、＋２．４％】 

（震災復興特別交付税含み  対前年度比：＋１７７億円、＋２．４％） 

 県税（地方消費税清算後）、特別法人事業譲与税、実質的地方交付税とその他の地方譲

与税等を合わせた実質的な一般財源総額は、７，４５６億円となり、前年度比で 

＋２．４％、１７７億円の増と前年度を上回る水準を確保。 
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人件費

2,991 

23%

公債費

1,623 

13%

扶助費

276 

2%

一般行政費の一部

（内数 1,388 ）

一般行政費

4,664

36%

投資的経費

（公共）

1,047 

8%

投資的経費

（その他）

415 

3%

税交付金等

1,906 

15%
義務的経費

4,890 

38%投資的経費

1,462 11%

５ 歳出の状況 

 

【歳出（性質別内訳）の前年度比較】 （単位：億円、構成比） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

   

 

  

 

 

①  義務的経費 ４，８９０億円 【対前年度比：＋７２億円、１．５％】 

歳出全体に占める構成比：３７．８％（前年度 ３７．６％） 

 人件費は、定年延長に伴う退職手当の減等により、前年度比▲２．９％。 

 公債費は、金利上昇が見込まれる中、利子負担の軽減を図るため、予定していた借換を

一部中止して、繰上償還することにより、前年度比＋１１．２％。 

 扶助費は、新型コロナウイルス感染症関連分の減により、前年度比▲０．８％。社会保

障関係費（扶助費及び一般行政費の一部）については、介護負担給付金の増などにより、

前年度比＋２．３％。 

 

②  投資的経費 １，４６２億円 【対前年度比：＋８０億円、＋５．８％】 

（公共＋５．７％、その他投資＋６．０％） 

［国補公共］ 

 国補公共事業（特別・企業会計含み）については、災害・危機に強い公共インフラづく

りなどの視点から、河川整備や道路改良、橋梁補修等の進捗を図ることとし、令和４年

度の実績ベースの見込みにより、前年度比＋５．０％の８１９億円。 

 なお、「防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策」等の国の経済対策への対

応については、令和４年度１月補正予算に前倒しして２８２億円を計上。 

［県単公共］ 

 県単公共事業（特別・企業会計含み）については、通学路等の安全対策や、道路・堤防

の補修等の維持管理・長寿命化対策、防災インフラ整備等を引き続き着実に進めるとと

もに、新産業廃棄物処分場関連道路の整備にも取り組むことから、前年度比＋２．４％

の２７０億円。 

前年度から増加 

・公債費    （＋１１．２％）

・投資的経費  （＋ ５．８％）

・税交付金等  （＋１４．１％）

 

前年度から減少 

・人件費    （▲ ２．９％）

・扶助費    （▲ ０．８％）

[社会保障関係費（＋ ２．３％）]

・一般行政費  （▲ ５．７％）

歳出総額 
 

12,922 

社会保障関係費 
1,664 13% 
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［公共事業全体］ 

 公共事業全体については、前年度比＋４．３％の１，０８９億円。なお、一般会計分は、

前年度比＋５．７％の１，０４７億円。 

 「防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策」などの国の経済対策分（令和４

年度１月補正予算で計上）等を合算した場合は、＋２．９％の１，３７１億円。 

［その他投資（一般会計）］ 

 その他投資については、あすなろの郷の再編整備に向けたセーフティネット棟の建設や

ブランド豚肉の生産体制の構築に向けた養豚研究所における新豚舎の建設等により、前

年度比＋６．０％の４１５億円。 

 

【公共事業費（特別・企業会計含み）の前年度比較】             （単位：百万円、％） 

区   分 Ｒ４ Ｒ５ 増 減 増減率 

 国補公共事業 78,074  81,950  3,876  5.0  

 

 

補 助 事 業 61,458  65,637  4,179  6.8  

直轄事業負担金 16,616  16,313  ▲ 303  ▲1.8  

 県単公共事業 26,350  26,984  634  2.4  

合  計 104,424  108,934  4,510  4.3  

 

＜参考＞ 令和４年度予算に前倒しして計上した国の経済対策（「防災・減災、国土強靭化のため

の５か年加速化対策」等）への対応分を合算した場合の金額及び増減率 
 

（単位：百万円、％） 

R4 経済対策 

(R4.1 月補正) 

A 

R5 当初 

 

B 

計 

 

C=A+B 

R3 経済対策 

 

D 

R4 当初 

 

E 

計 

 

F=D+E 

増減率 

 

C/F 

28,167 108,934 137,101 28,807 104,424 133,231 2.9 
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【公共事業費（特別・企業会計含み）当初予算額の推移】            （単位：億円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

国補公共事業 １，０２４ １，０２１ ８６４ ７８１ ８１９ 

県単公共事業 ２４１  ２５３  ２５３ ２６３ ２７０ 

合計 １，２６５ １，２７４ １，１１７ １，０４４ １，０８９ 

 震災関連分除き ９８１ １，０５２ １，１１７ １，０４４ １，０８９ 

 

 

③  一般行政費 ４，６６４億円【対前年度比：▲２８２億円、▲５．７％】 

一般行政費は、新型コロナウイルス感染症対策関連事業が減となる一方、 

 デスティネーションキャンペーンにあわせた全国宣伝などの集中プロモーションなどを通

じた本県の魅力発信 

 日常サービスの相互提供を通じ孤独・孤立を防ぐ「時間銀行」の仕組みの導入支援や防犯

対策などの生活基盤づくり 

 リスキリングの推進や IT短大の大学校化などを通じた「人財」育成 

 海外ニーズを踏まえた商品改良・開発等により輸出拡大に取り組む事業者への支援 

などに重点的に取り組むための所要額を計上。 

  

県単公共事業 

国補公共事業 

公共事業計（震災関連分除き） 
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④ 新型コロナウイルス感染症対策関連事業 １，２６８億円【再掲】 

感染症対策と社会経済活動の両立を図るため、県民の命と健康を守るために必要な予算等を

引き続き計上。 

[主な事業]  

 医療提供体制を継続するため、感染症に係る公費負担、検査体制維持等に関する事業を

計上。 

 感染者、濃厚接触者が発生した介護施設等のかかり増し経費や施設内療養費用を支援す

るための事業を計上。 

 過年度に実施した、無利子・無担保の新型コロナウイルス感染症対策融資などに関する

事業を計上。 

 

【新型コロナウイルス感染症対策関連事業の規模等】            （単位：百万円） 

区 分 
Ｒ１ 
Ａ 

Ｒ２ 
Ｂ 

Ｒ３ 
Ｃ 

Ｒ４ 
Ｄ 

Ｒ５当初 
Ｅ 

合 計 
Ａ～Ｅ 

一般会計 ８２６ ２５０，４６０ ２９３，５４５ ２１３，７０７ １２６，７５４ ８８５，２９２ 

特別会計 － ２ － － － ２ 

企業会計 － ２４６ ５９６ － － ８４２ 

合 計 ８２６ ２５０，７０８ ２９４，１４１ ２１３，７０７ １２６，７５４ ８８６，１３６ 

 ※ Ｒ１～Ｒ３は最終補正予算後の額。Ｒ４は１月補正予算後の額。 
 

＜参考＞ 令和５年度当初予算分の内訳（一般会計）   （単位：百万円） 

区 分 Ｒ５当初 

１ 感染症拡大防止策と医療提供体制の整備等 ４１，７４８ 

２ 県民生活等への支援 ２３８ 

３ 県内産業等への支援 ８４，７６８ 

合 計 １２６，７５４ 

 

⑤ 財政健全化に向けた取組 

将来世代の受益に繋がる事業に大胆に取り組むとともに、スクラップ・アンド・ビルドの徹底

などにより限られた財源の有効活用を図り、本県が将来にわたって発展していくための、健全な

財政構造を確立する。 

令和５年度当初予算では、後年度負担の軽減を図るため、 

 投資的経費に充てる財源の一部に一般財源を使用し、７８億円の県債発行抑制 

 令和５年度に借換を予定していた県債のうち、償還時に交付税措置のないものについて

借換を中止し、１５７億円を繰上償還 

に取り組んだところ。 

[財政健全化に向けた目標] 

 特例的県債を除く県債残高を前年度以下に縮減 

 臨時財政対策債を地方交付税として算定した場合のプライマリーバランスの黒字の維持 

→ 令和５年度当初予算案では、上記目標を共に達成。 
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9,699 9,850 9,956 9,667 9,248

11,381 11,377 11,434 11,505 11,458

11,357 11,629
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臨時財政対策債を地方交付税として算定 プライマリーバランス

 

【県債残高の推移】                               （単位：億円） 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

 

 

県債残高総額 
R 元 R2 R3 R4 R5 

２１，０８０ ２１，２２７ ２１，３８９ ２１，１７２ ２０，７０６ 

（注）R3 までは決算額、R4 は最終補正予算時見込額、R5 は当初予算時見込額 

「通 常 県 債」：公共投資に充てる県債や退職手当債など 

「特例的県債」：地方の財源不足を補うために、国の制度に基づき発行する特例的な

県債（臨時財政対策債、減収補塡債など） 

 

 

【プライマリーバランスの推移】                       

                                   （単位：億円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）R3 までは決算額、R4 は最終補正予算時見込額、R5 は当初予算時見込額 

11,000 

3,000 

特例的県債残高 

通常県債残高 

黒字 

赤字 
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７ 一般会計性質別内訳 

                                         （単位：百万円，％） 

区 分 R 4 当 初 

（Ａ） 

R4当初 

構 成 比 

R 5 当 初 

（Ｂ） 

R5当初 

構 成 比 

増  減 

(Ｂ－Ａ) 

増 減 率 

  

義

務

的

経

費 

人 件 費 307,973  24.0  299,065  23.1  ▲8,908  ▲2.9  

公 債 費 146,021  11.4  162,305  12.6  16,284  11.2  

扶 助 費 27,833  2.2  27,621  2.1  ▲212  ▲0.8  

社会保障 

関 係 費 
(162,743)  (12.7)  (166,443)  (12.9)  (3,700)  (2.3)  

計 481,827  37.6  488,991  37.8  7,164  1.5  

 
 

 
 

 

投 
 
 

資 
 

 

的 
 
 

経 
 
 

費 

公 共 事 業 99,100  7.7  104,702  8.1  5,602  5.7  

 うち国補 72,781  5.7  77,770  6.0  4,989  6.9  

うち県単 26,319  2.0  26,932  2.1  613  2.3  

そ の 他 39,141  3.1  41,492  3.2  2,351  6.0  

 うち国補 19,804  1.6  16,857  1.3  ▲2,947  ▲14.9  

うち県単 19,337  1.5  24,635  1.9  5,298  27.4  

計 138,241  10.8  146,194  11.3  7,953  5.8  

 うち国補 92,585  7.3  94,627  7.3  2,042  2.2  

うち県単 45,656  3.5  51,567  4.0  5,911  12.9  

一 般 行 政 費 494,550  38.6  466,393  36.1  ▲28,157  ▲5.7  

税 交 付 金 等 167,061  13.0  190,616  14.8  23,555  14.1  

 合  計   1,281,679  100.0  1,292,194  100.0  10,515  0.8  

（注）公共事業は区画整理事業（特別会計）及び下水道事業（企業会計）除きである。 
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８ 一般会計款別内訳（歳入） 

                                          （単位：百万円，％） 

款 名 R 4 当 初 

（Ａ） 

R4当初 

構 成 比 

R 5 当 初 

（Ｂ） 

R5当初 

構 成 比 

増  減 

（Ｂ－Ａ） 

増 減 率 

県 税        398,113    31.1        426,831    33.0       28,718      7.2 

地方消費税清算金        130,320    10.2        143,781    11.1        13,461     10.3 

地 方 譲 与 税        53,162     4.1        54,518     4.2        1,356      2.6 

地方特例交付金         2,100     0.2         2,000     0.2        ▲100    ▲4.8 

地 方 交 付 税        196,732    15.3        196,368    15.2        ▲364    ▲0.2 

交通安全対策特別交付金            754     0.1            736     0.1          ▲18   ▲2.4 

分担金及び負担金          8,320     0.6          8,151     0.6        ▲169    ▲2.0 

使用料及び手数料         16,181     1.3         15,838     1.2        ▲343    ▲2.1 

国 庫 支 出 金        210,572    16.4        164,712    12.7      ▲45,860   ▲21.8 

財 産 収 入          2,338     0.2          1,972     0.2         ▲366  ▲15.7 

寄 附 金            104     0.0            132     0.0           28     26.9 

繰 入 金         21,289     1.6         45,927     3.6       24,638    115.7 

繰 越 金          5,000     0.4          5,000     0.4             -      0.0 

諸 収 入       141,835    11.1       142,301    11.0          466      0.3 

県 債         94,859     7.4         83,927     6.5      ▲10,932  ▲11.5 

 合  計        1,281,679   100.0      1,292,194   100.0       10,515     0.8 
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９ 一般会計款別内訳（歳出） 

                                         （単位：百万円，％） 

 

款 名 
R 4 当 初 

（Ａ） 

R4当初 

構 成 比 

R 5 当 初 

（Ｂ） 

R5当初 

構 成 比 

増  減 

（Ｂ－Ａ） 
増 減 率 

議 会 費 1,704  0.1  1,681  0.1  ▲23  ▲1.3 

総 務 費 37,520  2.9  41,276  3.2  3,756  10.0 

企 画 開 発 費 14,163  1.1  14,145  1.1  ▲18  ▲0.1 

生 活 環 境 費 5,982  0.5  6,576  0.5  594  9.9 

防災・危機管理費 3,322  0.3  4,985  0.4  1,663  50.1 

保 健 医 療 費 177,274  13.8  137,445  10.6  ▲39,829  ▲22.5 

福 祉 費 122,790  9.6  126,163  9.8  3,373  2.7 

労 働 費 2,646  0.2  2,760  0.2  114  4.3 

農林水産業費 40,508  3.2  40,533  3.1  25  0.1 

営 業 戦 略 費 6,917  0.6  6,328  0.5  ▲589  ▲8.5 

立 地 推 進 費 21,172  1.7  19,755  1.5  ▲1,417  ▲6.7 

商 工 費 119,452  9.3  121,269  9.4  1,817  1.5 

土 木 費 95,192  7.4  100,254  7.8  5,062  5.3 

警 察 費 62,316  4.7  62,625  4.8  309  0.5 

教 育 費 262,450  20.5  258,575  20.0  ▲3,875  ▲1.5 

災 害 復 旧 費 813  0.1  842  0.1  29  3.6 

公 債 費 146,026  11.4  162,309  12.6  16,283  11.2 

諸 支 出 金 159,432  12.4  182,673  14.1  23,241  14.6 

予 備 費 2,000  0.2  2,000  0.2  -  0.0 

 合  計   1,281,679  100.0  1,292,194  100.0  10,515  0.8 
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教育費

2,586 

20%

諸支出金

1,827 

14%

公債費

1,623 

13%保健医療費

1,374 

11%

福祉費

1,262 

10%

商工費

1,213 

9%

土木費

1,003 

8%
警察費

626 

5%

総務費

413 

3%

農林水産業費

405 

3%

その他

590 

4%

県税

4,268

33%

地方交付税

1,964

15%
国庫支出金

1,647

13%

地方消費税

清算金

1,438

11%

諸収入

1,423

11%

県債

839

7%

地方譲与税

545

4%

その他

798

6%

令和５年度一般会計予算 歳入・歳出の内訳

歳入総額

12,922

歳出総額

12,922

（単位：億円、構成比）

・立地推進費

・企画開発費

・生活環境費

・営業戦略費

・防災・危機管理費

・労働費

・議会費

・災害復旧費

・予備費

・繰入金

・使用料及び手数料

・分担金及び負担金

・繰越金

・地方特例交付金

・財産収入

・交通安全対策

特別交付金

・寄附金
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人件費

2,991 

23%

公債費

1,623 

13%

扶助費

276 

2%

 

一般行政費

の一部

1,388 

（内数）

一般行政費

4,664

36%

投資的経費

（公共）

1,047 

8%

投資的経費

（その他）

415 

3%

税交付金等

1,906 

15%

義務的経費

4,890 

38%
投資的経費
1,462 11%

令和５年度一般会計予算 歳出（性質別）の内訳
（単位：億円、構成比）

歳出総額

12,922

社会保障関係経費
1,664
13%
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１０ 特別会計 

 

                                  （単位：百万円，％） 

会 計 名 R4当初 
(Ａ) 

R5当初 
(Ｂ) 

増 減 
(Ｂ－Ａ) 

増 減 率 

競 輪 事 業     16,133  20,050  3,917  24.3  

公 債 管 理     174,578  160,318  ▲14,260  ▲8.2  

市 町 村 振 興 資 金         860  796  ▲64  ▲7.4  

鹿島臨海工業地帯造成事業       2,199  1,969  ▲230  ▲10.5  

県 立医療 大学付 属病院       3,196  3,719  523  16.4  

国 民 健 康 保 険     236,695  242,939  6,244  2.6  

母子・父子・寡婦福祉資金        227  315  88  38.8  

中 小 企 業 事 業 資 金   2,298  1,399  ▲899  ▲39.1  

農 業 改 良 資 金          69  372  303  439.1  

林業・木材産業改善資金          91  91  -  0.0  

沿 岸 漁 業 改 善 資 金          72  72  -  0.0  

港 湾 事 業       8,719  10,965  2,246  25.8  

都市計画事業土地区画整理事業      18,945  15,325  ▲3,620  ▲19.1  

 合  計        464,082  458,330  ▲5,752  ▲1.2  

 
 

１１ 企業会計 

 

                                  （単位：百万円，％） 

会 計 名 R4当初 
(Ａ) 

R5当初 
(Ｂ) 

増 減 
(Ｂ－Ａ) 

増 減 率 

病 院 事 業  29,999  29,230  ▲769  ▲2.6  

水 道 事 業  33,264  34,881  1,617  4.9  

工 業 用 水 道 事 業  18,810  21,194  2,384  12.7  

地 域 振 興 事 業  14,496  47,210  32,714  225.7  

鹿島臨海都市計画下水道事業  5,590  6,263  673  12.0  

流 域 下 水 道 事 業  23,283  25,073  1,790  7.7  

 合  計    125,442  163,851  38,409  30.6  
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Ⅱ 令和４年度１１月補正予算案の概要 

 

１ 基本的な考え方 

コロナ禍における原油価格・物価高騰等への対応として、経営環境が特に悪化している事業者へ

の応援金の給付などを行うほか、新型コロナウイルス感染症の拡大防止や県政の課題等へ対応する

ために必要な事業について計上するもの。 

 

２ 補正予算の規模 
（単位：百万円） 

区 分 
現計 

Ａ 

今回補正予算 

Ｂ 

補正後 計 

Ａ＋Ｂ 

一般会計 １，３０５，１８３ １５，８７９ １，３２１，０６２ 

特別会計 ４６４，１１５ － ４６４，１１５ 

企業会計 １２５，４４２ － １２５，４４２ 

合 計 １，８９４，７４０ １５，８７９ １，９１０，６１９ 

・今回の補正予算に係る所要の一般財源については、前年度からの繰越金を充当した。 

 

＜参考＞ 新型コロナウイルス感染症対策予算の規模           （単位：百万円） 

区 分 
現計 

a 

今回補正予算 

b 

合計 

a＋b 

一般会計 １９０，８９９ １５，４７５ ２０６，３７４ 

（注意）単位未満の四捨五入により、合計と各項目の足し上げが一致しない場合がある。 
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３ 主な事業                            （単位：百万円） 

注）事業名の後ろに ※ を付したものは新型コロナウイルス感染症対策予算  

（１）コロナ禍における原油価格・物価高騰等対策            １２，２２１ 

 新 事業継続臨時応援金 ※                       １，７８０ 

（コロナ禍や物価高騰の影響により経営環境が特に悪化している事業者への応援金の給付） 

・ 中小企業融資資金貸付金 ※          【融資枠３０，０００】１０，０００ 

（中小企業の新たなビジネスモデルへの転換及び脱炭素化に資する設備導入を支援するための融資枠の拡充） 

新 土地改良区省エネルギー化促進事業 ※                  ３４６ 

（省エネ化に取り組む土地改良区に対し農業水利施設の電気料金高騰分の一部を補助） 

新 新型コロナウイルス対応医療機関等物価高騰応援金 ※            ９５ 

（発熱外来等感染症対応に取り組む医療機関等に対する応援金の給付） 

 

（２）感染拡大防止策と医療提供体制の整備等               ３，２５４ 

・ 感染症予防医療法施行事業 ※                     ３，１２２ 

（感染拡大に備えた宿泊療養施設の借上期間の延長及び外来医療費の公費負担の増等） 

新 産科医療機関院内感染防止対策事業 ※                  １３２ 

（新型コロナウイルスに感染した妊産婦の入院受入体制整備のための設備整備等の補助） 

 

（３）県政の課題等への対応                         ７７ 

新 Ｇ７内務・安全担当大臣会合準備事業                    １０ 

（２０２３年Ｇ７内務・安全担当大臣会合の開催に向けた準備） 

・ わくわく茨城生活実現事業                         ６７ 

（東京圏から本県への移住者の増加に伴う移住支援金の増） 

 

（４）その他                               ３２７ 

・ 県税に係る過誤納還付金等関連事業                    ３２７ 

（法人事業税の大口還付が生じたことに伴う県税過誤納還付金等の増） 

 

４ 債務負担行為 

１２件 

（工事請負契約１件、利子補給１件、損失補償１件、指定管理施設の管理運営のための協定に係るもの９件） 
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４ 一般会計補正予算款別内訳（歳入） 

 

 

                                                 （単位：百万円） 

款 名 

補正前の額 

 

（Ａ） 

今回補正額 

 

(Ｂ) 

計 

 

（Ａ＋Ｂ） 

県 税 ３９８，１１３  －  ３９８，１１３  

地 方 消 費 税 清 算 金 １３０，３２０  －  １３０，３２０  

地 方 譲 与 税 ５３，１６２  －  ５３，１６２  

地 方 特 例 交 付 金 ２，１００  －  ２，１００  

地 方 交 付 税 １９６，７３２  －  １９６，７３２  

交通安全対策特別交付金 ７５４  －  ７５４  

分 担 金 及 び 負 担 金 ８，１１５  －  ８，１１５  

使 用 料 及 び 手 数 料 １６，１８１  －  １６，１８１  

国 庫 支 出 金 ２２３，９４９  ４，９８７  ２２８，９３６  

財 産 収 入 ２，３３８  －  ２，３３８  

寄 附 金 １１４  －  １１４  

繰 入 金 ２３，１６０  －  ２３，１６０  

繰 越 金 ６，５７６  ８９２  ７，４６８  

諸 収 入 １４５，２９１  １０，０００  １５５，２９１  

県 債 ９８，２７８  －  ９８，２７８  

計 １，３０５，１８３  １５，８７９  １，３２１，０６２  
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 ５ 一般会計補正予算款別内訳（歳出）         

 

 

                                           （単位：百万円） 

款 名 

補正前の額 

 

（Ａ） 

今回補正額 

 

（Ｂ） 

計 

 

（Ａ＋Ｂ） 

議 会 費 １，７０４  －  １，７０４  

総 務 費 ３８，４５５  ３３７  ３８，７９２  

企 画 開 発 費 １１，１０９  ６７  １１，１７６  

生 活 環 境 費 １７，０４０  －  １７，０４０  

保 健 福 祉 費 ３０４，６９３  ３，３４９  ３０８，０４２  

労 働 費 ２，６４６  －  ２，６４６  

農 林 水 産 業 費 ４３，０６９  ３４６  ４３，４１５  

商 工 費 １５１，３３０  １１，７８０  １６３，１１０  

土 木 費 １０１，５５５  －  １０１，５５５  

警 察 費 ６２，３１６  －  ６２，３１６  

教 育 費 ２６２，９７７  －  ２６２，９７７  

災 害 復 旧 費 ８３１  －  ８３１  

公 債 費 １４６，０２６  －  １４６，０２６  

諸 支 出 金 １５９，４３２  －  １５９，４３２  

予 備 費 ２，０００  －  ２，０００  

計 １，３０５，１８３  １５，８７９  １，３２１，０６２  
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Ⅲ 令和４年度１月補正予算案の概要 

 

１ 基本的な考え方 

コロナ禍が続く中、原油価格・物価高騰等の影響を受ける医療、福祉、農林水産業者等に対する

支援や、国補正予算に対応して、地域の「稼ぐ力」の回復・強化、「新しい資本主義」の加速及び

防災・減災、国土強靭化の推進等に必要な予算を計上するもの。 

 

２ 補正予算の規模 
（単位：百万円） 

区 分 
現計 

Ａ 

今回補正予算 

Ｂ 

補正後 計 

Ａ＋Ｂ 

一般会計 １，３２４，２３５  ３６，６７８ １，３６０，９１３ 

特別会計 ４６４，１１５ － ４６４，１１５ 

企業会計 １２５，４４２ ８０５ １２６，２４７ 

合 計 １，９１３，７９２   ３７，４８３ １，９５１，２７５ 

・今回の補正予算に係る所要の一般財源については、地方交付税を充当した。 

 

＜参考＞ 新型コロナウイルス感染症対策予算の規模           （単位：百万円） 

区 分 
現計 

a 

今回補正予算 

b 

合計 

a＋b 

一般会計 ２０８，６０１  ５，１０６ ２１３，７０７ 

 

（注意）単位未満の四捨五入により、合計と各項目の足し上げが一致しない場合がある。 
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３ 主な事業                            （単位：百万円） 

注）事業名の後ろに ※ を付したものは新型コロナウイルス感染症対策予算  

（１）原油価格・物価高騰等対策                     ４，９９１ 

新 医療機関等物価高騰対策支援事業 ※                 １，４３０ 

（光熱費等の高騰の影響を受ける病院、診療所、助産所、薬局、施術所に対する支援） 

新 福祉施設等物価高騰対策支援関連事業 ※               １，０７１ 

（光熱費等の高騰の影響を受ける高齢者施設、障害者施設、児童養護施設などに対する支援） 

新 私立学校等物価高騰対策支援関連事業 ※                 ２１０ 

（光熱費等の高騰の影響を受ける私立の幼稚園、保育所、高等学校、看護師養成所などに対する支援） 

新 農林水産業物価高騰対策支援関連事業 ※                 ９５３ 

（国の肥料価格高騰対策への上乗せ支援や配合飼料価格安定制度生産者積立金に対する支援等） 

新 交通事業者等原油価格高騰緊急支援事業 ※                 ９０ 

（燃料価格の高騰の影響を受ける地域鉄道、バス、タクシー、運転代行業者に対する支援） 

新 貨物運送事業者燃料価格高騰対策事業 ※                 ８３６ 

（燃料価格の高騰の影響を受ける貨物運送事業者に対する支援） 

新 ＬＰガス料金負担軽減支援事業 ※                    ３７７ 

（ＬＰガス料金の高騰の影響を受ける一般家庭に対し料金の値引きを行うＬＰガス販売事業者への支援） 

新 きのこ生産資材導入支援事業                        ２４ 

（生産資材価格の高騰の影響を受けるきのこ生産者に対する支援） 

 

（２）「稼ぐ力」の回復・強化                       ４５２ 

・ いばらきの産地パワーアップ支援事業                    ４１ 

（加工・業務用野菜等の収益力強化のための農業用機械等の導入に対する補助） 

新 担い手確保・経営強化支援事業                       ２４８ 

（農地中間管理機構を活用している地域における農業用機械等の導入に対する補助） 

・ 農地集積総合支援基金積立金                        １６３ 

（機構集積協力金交付事業分の基金の積み立て） 
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（３）「新しい資本主義」の加速                    ２，４４９ 

新 出産・子育て応援事業                        ２，４３９ 

（妊娠届出時・出生届出後の面談など伴走型相談支援の実施及び経済的支援） 

新 マイナンバーカード取得促進事業                      １０ 

（マイナンバーカードの取得促進に向けた出張申請サポート窓口の開設） 

 

（４）防災・減災、国土強靭化の推進、安全・安心の確保        ２８，７８６ 

【企業会計含み  ２９，５９１】 

新 こどもの安心・安全対策支援関連事業                   ３９９ 

（幼稚園や特別支援学校などの送迎用バスの安全装置の整備等に対する支援） 

新 県立学校教育活動継続支援事業 ※                     １４０ 

（県立学校における感染症対策等に必要な物品整備等） 

新 原子力災害対策事業                           ５９６ 

（屋内退避施設の放射線防護対策等への補助） 

・ 特定交通安全施設整備事業                         ４３ 

（信号灯器や信号柱などの交通安全施設の整備） 

・ 国補公共事業                           ２７，６０８ 

【流域下水道事業会計   ５６０】 

（緊急輸送道路の整備や橋梁の老朽化対策、河川の整備、土地改良事業等） 

・ 鹿島臨海都市計画下水道事業         【鹿島臨海下水道事業会計 ２４５】 

（下水処理場設備及び管渠の老朽化対策等） 

 

４ 繰越明許費 

（単位：百万円） 

区 分 金 額 

一般会計  ２０，４６９ 
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４ 一般会計補正予算款別内訳（歳入） 

 

 

                                                 （単位：百万円） 

款 名 

補正前の額 

 

（Ａ） 

今回補正額 

 

(Ｂ) 

計 

 

（Ａ＋Ｂ） 

県 税 ３９８，１１３  －  ３９８，１１３  

地 方 消 費 税 清 算 金 １３０，３２０  －  １３０，３２０  

地 方 譲 与 税 ５３，１６２  －  ５３，１６２  

地 方 特 例 交 付 金 ２，１００  －  ２，１００  

地 方 交 付 税 １９６，７３２  ５３３  １９７，２６５  

交通安全対策特別交付金 ７５４  －  ７５４  

分 担 金 及 び 負 担 金 ８，１１５  ７２５  ８，８４０  

使 用 料 及 び 手 数 料 １６，１８１  －  １６，１８１  

国 庫 支 出 金 ２３１，６３０  １８，１９６ ２４９，８２６  

財 産 収 入 ２，３３８  －  ２，３３８  

寄 附 金 １１４  －  １１４  

繰 入 金 ２３，１６０  ２５  ２３，１８５  

繰 越 金 ７，９４７  －  ７，９４７  

諸 収 入 １５５，２９１  ０  １５５，２９１  

県 債 ９８，２７８  １７，１９９  １１５，４７７  

計 １，３２４，２３５  ３６，６７８  １，３６０，９１３  
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 ５ 一般会計補正予算款別内訳（歳出）         

 

 

                                           （単位：百万円） 

款 名 

補正前の額 

 

（Ａ） 

今回補正額 

 

（Ｂ） 

計 

 

（Ａ＋Ｂ） 

議 会 費 １，７０４  －  １，７０４  

総 務 費 ３８，７９２  －  ３８，７９２  

企 画 開 発 費 １１，１７６  １００  １１，２７６  

生 活 環 境 費 １７，０３９  ９７３  １８，０１２  

保 健 福 祉 費 ３０８，０４２  ５，３４９  ３１３，３９１  

労 働 費 ２，６４６  －  ２，６４６  

農 林 水 産 業 費 ４４，３６１  ５，２２３  ４９，５８４  

商 工 費 １６５，３３８  ８３６  １６６，１７４  

土 木 費 １０１，５５５  ２３，８１４  １２５，３６９  

警 察 費 ６２，３１６  ４３  ６２，３５９  

教 育 費 ２６２，９７７  ３４０  ２６３，３１７  

災 害 復 旧 費 ８３１  －  ８３１  

公 債 費 １４６，０２６  －  １４６，０２６  

諸 支 出 金 １５９，４３２  －  １５９，４３２  

予 備 費 ２，０００  －  ２，０００  

計 １，３２４，２３５  ３６，６７８  １，３６０，９１３  
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エネルギー価格の高騰により増大する医療機関等の負担を軽減し、健全な経営の維持を
図るため、電気代・ガス代などの負担が増大している医療機関等に対して支援を行います。

医療機関等物価高騰対策支援事業（新規）

【Ｒ4.1月補正予算額 1,430百万円】 保健医療部保健政策課地域保健支援Ｇ（029-301-6203）

①病院、有床診療所 稼働病床１床あたり 30,000円
②無床診療所 １施設あたり 100,000円
③助産所 １施設あたり 50,000円
④薬局 １施設あたり 50,000円
⑤施術所 １施設あたり 20,000円

支給対象

①、②は保険医療機関であること。
③は令和４年度に分娩若しくは妊婦検診等の実績があること。
④は保険薬局であること。
⑤は保険適用の施術を行う施設であること。
いずれも申請日時点で休止中でない施設であり、かつ、令和４年度末までに休止又は

廃止の予定がないこと。

支給要件

エネルギー価格の高騰により増大する施設の負担を軽減し、健全な施設運営を図るため、
光熱費等の負担が増大している福祉施設事業者等に対して支援を行います。

福祉施設等物価高騰対策支援関連事業（新規）

【Ｒ4.1月補正予算額 1,071百万円】

福祉部福祉政策課保護Ｇ （029-301-3164）

長寿福祉課介護保険指導・監査Ｇ （029-301-3343）

障害福祉課自立支援Ｇ （029-301-3363）

青少年家庭課児童育成Ｇ （029-301-3258）

１ 高齢者施設

支給先：高齢者施設等
支給額：入所施設 定員１人当たり 12,000円

通所事業所 １施設当たり 150,000円
訪問事業所 １施設当たり 50,000円

対象数：4,122施設

（858百万円）

（198百万円）

【事業概要】光熱費等の高騰による負担を軽減するため支援金を支給
【対象経費】高齢者・障害者施設・児童養護施設等の光熱費等の高騰分

支給先：障害者施設等
支給額：入所施設 定員１人当たり 9,000円

障害者通所事業所１施設当たり 60,000円
障害児通所事業所１施設当たり 30,000円
訪問事業所 １施設当たり 30,000円

対象数：2,940施設

支給先：児童養護施設・里親等
支給額：１施設当たり 300,000円

里親１組当たり 10,000円
対象数：39施設、里親115組

３ 児童養護施設等 （13百万円）

支給先：保護施設（救護施設）
支給額：１施設当たり 300,000円
対象数：５施設

４ 保護施設
（救護施設）

（2百万円）２ 障害者施設
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エネルギー価格の高騰により増大する私立学校等の負担を軽減し、健全な学校経営の
維持を図るため、光熱水費の負担が増大している私立学校等に対して支援を行います。

私立学校等物価高騰対策支援関連事業（新規）

【Ｒ4.1月補正予算額 210百万円】

総務部総務課私学振興室 （029-301-2249）

保健医療部医療局医療人材課人材育成G （029-301-3151）

福祉部子ども政策局子ども未来課 （029-301-3243）

１ 私立高等学校等
補助先：私立小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、専修学校、各種学校を

設置する学校法人
対象数：53法人86校

（63百万円）

２ 医療関係職種養成所
補助先：看護師等養成所・その他医療関係職種養成所※を設置する法人

（上記１の対象法人を除く）
※理学療法士課程、言語聴覚士課程、歯科衛生士課程、歯科技工士課程

対象数：16法人16校

（4百万円）

【事業概要】光熱水費等の高騰による私立学校等の負担を軽減するため支援金を支給
【対象経費】各学校・養成所・幼稚園等の光熱水費の高騰分
【積算方法】支給額 ＝ 令和３年度光熱水費 × 15％（物価上昇率）× 1/2

３ 私立幼稚園・保育所等

補助先：幼稚園・保育所・認定こども園・地域型保育施設・認可外保育施設を
設置する法人及び個人（公立を除く）

対象数：1,067施設

（143百万円）

肥料価格や飼料価格など物価高騰の影響を受ける農林水産業者に対し、肥料価格の増加
分や配合飼料価格安定制度生産者積立金などに対する支援を行います。

農林水産業物価高騰対策支援関連事業（新規）

【Ｒ4.1月補正予算額 953百万円】

農林水産部農業政策課戦略推進Ｇ（029-301-3828）

同 畜産課生産振興Ｇ （029-301-3993）

同 漁政課経営・組合Ｇ （029-301-4075）

（330百万円）肥料価格高騰緊急支援事業

【支援対象】国の肥料価格高騰対策事業の参加農業者のうち認定農業者

【支援内容】前年からの肥料価格上昇率と使用量低減率により算出した肥料費増加額

の10％（国事業70％＋県事業10％）

（19百万円）コイ養殖餌料価格高騰緊急対策事業

【支援対象】コイ養殖業者

【支援内容】漁業経営セーフティーネット構築事業補填金における養殖業者負担分
の1/2（値上がり分の1/4）を補助

（451百万円）

【支援内容】配合飼料価格安定制度における生産者積立金（600円/㌧）を補助
（９月補正で200円/㌧＋１月補正で400円/㌧）

【支援対象】畜産農家

飼料価格高騰緊急対策事業

（153百万円）水産加工業緊急支援対策事業

【支援対象】水産加工業者

【支援内容】電気代上昇額の10％相当額（上限500千円）
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原油価格の高騰により経営が厳しい中において、運行を継続している鉄道、バス、タク
シー及び自動車運転代行の各事業者に対して支援を行います。

交通事業者等原油価格高騰緊急支援事業（新規）

【Ｒ4.1月補正予算額 90百万円】 政策企画部交通政策課地域交通Ｇ（029-301-2604）

区分 鉄道 乗合バス 貸切バス タクシー 自動車運転代行

対

象

県内に路線がある
地域鉄道事業者
（4社）

県内の
乗合バス事業者
（11社）

県内の
貸切バス事業者
（約190社）

県内の
タクシー事業者
（約200社）

（福祉輸送限定事業者を
除く。）

県内の自動車
運転代行業者
（約350社）

支
給
額

年間走行距離等を
もとに計算した額

乗合バス車両１台
につき30,000円

（専ら市町村の委託等を
受けて運行するコミュニ
ティバス及び乗合タク
シーの用にのみ供する車
両を除く。）

貸切バス車両１台
につき10,000円

タクシー車両１台
につき10,000円

（福祉自動車を除く。)

随伴用自動車１台
につき5,000円

原油価格の高騰により経営に大きな影響を受けている中小貨物運送事業者に対して支援
を行います。

貨物運送事業者燃料価格高騰対策事業（新規）

【Ｒ4.1月補正予算額 836百万円】 産業戦略部中小企業課経営支援室（029-301-3550）

事業者要件

○ 令和４年１０月１日までに貨物自動車運送事業法に基づく事業の許可を
受けた、又は届出を行った中小貨物運送事業者であること

○ 申請受付開始日時点で上記の事業を継続しており、引き続き事業継続の
意思を有する事業者であること 等

車両要件

○ 令和４年１０月１日までに次の要件を満たしており、車検証の有効期限
が申請受付開始日以降であること。
ア 茨城運輸支局又は管内自動車検査登録所において登録及び検査を受け
た自動車、もしくは軽自動車検査協会茨城事務所又は管内支所において
検査を受けた軽自動車であること（二輪、被けん引車を除く）

イ 貨物自動車運送事業法に規定される事業用自動車であること
ウ 交付申請者が所有又は使用していること 等

支給額
一般・特定貨物自動車（緑ナンバー）１台あたり20,000円
貨物軽自動車（黒ナンバー） １台あたり 8,000円
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【対象者】
ＬＰガス販売事業者（一般家庭に対し
料金の値引きをしていること）

【補助額】
支援額：500円
（対象期間内に各世帯１回のみ）

【対象期間】
令和５年２月～３月の使用分

ＬＰガス料金の高騰により増大する一般家庭の負担を軽減するため、ＬＰガス販売事業
者を通じて使用料金の値引きを行い、使用料金の負担が増大する一般家庭に対して支援を
行います。

ＬＰガス料金負担軽減支援事業（新規）

【Ｒ4.1月補正予算額 377百万円】 防災・危機管理部消防安全課産業保安室（029-301-3594）

ＬＰガス販売事業者 県内一般家庭

＜支援の仕組み＞

LPガス代補助

各世帯に対し

５００円支援
（対象期間内１回のみ）

料金値引き

物価高騰等の影響を受けるきのこ生産者に対し、生産体制の維持や資材価格の影響を受
けにくい体質への強化を図るため、次期生産に必要な生産資材の導入費を支援します。

きのこ生産資材導入支援事業（新規）

農林水産部林政課林産物振興Ｇ（029-301-4026）【Ｒ4.1月補正予算額 24百万円】

本県産きのこ（ぶなしめじ）

１事業主体 農事組合法人、民間事業者（個人等を含み大企業は除く）
等できのこの販売収入が事業収入の過半を占める者

２事業内容 原料の国産化及びコスト低減等に取り組む生産者に対し、
次期生産量※に係る生産資材（原木、種駒、菌床、種菌、
おが粉、栄養体、栽培袋等）の価格上昇分を支援
※ 令和４年の生産量または令和元～３年までの年間平均生産量のうち

いずれか低い方

３補 助 率：定額（１／２相当・上限 500万円）
※ 経営費に占める燃油費の割合が15％を超える者は7/10相当

きのこの生産状況（菌床栽培）
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燃油・肥料の高騰、労働力不足等のリスクに対応し得る経営構造への転換等により農業
経営の発展を図ろうとする担い手に対し、必要な農業用機械・施設の導入を支援します。

担い手確保・経営強化支援事業（新規）

【Ｒ4.1月補正予算額 248百万円】 農林水産部農業経営課基盤強化Ｇ（029-301-3833）

１ 事業内容 人・農地プランに基づき、農地の集積・集約化を進めている地域等において、
経営の発展を図ろうとする担い手への農業用機械・施設の導入を支援

２ 助成対象者及び補助上限額

３ 補助対象 農業経営の改善等に必要な機械や施設の取得等

４ 補助率 １／２以内

助成対象者 補助上限額 融資の活用

①人・農地プランに位置付けられた中心経営体
②農地中間管理機構から賃借権の設定等を受けている方

個人1,500万円
法人3,000万円

必須

③地域における継続的な農地利用を図る者として市町村
が認める方

100万円 任意

妊娠期から出産・子育て期において、切れ目なく身近で相談に応じ、必要な支援につなぐ伴走型の相談
支援と経済的支援を一体として講じることにより、安心して出産・子育てができる環境を整備します。

出産・子育て応援事業（新規）

福祉部子ども政策局少子化対策課

母子保健Ｇ（029-301-3257）
【Ｒ4.1月補正予算額 2,439百万円】

（１）伴走型相談支援

【対象となる費用】
・相談支援を実施する職員人件費
・相談支援の事務に要する活動費 等

【内容】①～③の時期に、面談等を実施し、
継続的に支援を実施

①妊娠届出時
②妊娠８か月前後
③出生届から乳児家庭全戸訪問まで
の間

（２）経済的支援

< 現金支給可 >

①妊娠届出時：出産応援ギフト（妊婦１人当たり５万円
相当）を妊娠届出時の面談実施後に支給

③出生届出後：子育て応援ギフト（こども１人当たり
５万円相当）を出生届出～乳児家庭全戸
訪問までの間の面談実施後に支給

※ 事業開始日より前に「妊娠届出」又は「出生届出」を提出した方には、

アンケートを実施後に支給

・事業実施に必要なシステム構築のための経費
・経済的支援の実施に必要となるクーポン発行等に係る委託経費

（３）経済的支援を行うためのシステム構築等導入経費

◇対 象者：全ての妊婦や子育て家庭（令和４年４月～令和５年９月までに妊娠届出もしくは出産届出があった方）
◇実施主体：市町村（経済的支援を受けるためには妊娠届出時、出生届出後の面談が必要）
◇事業開始時期：令和５年１月以降

（59百万円） （2,353百万円）

（27百万円）
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マイナンバーカードの更なる普及促進を図るため、県内各所に「出張申請サポート窓
口」を設置するなど、申請促進のための取組みを実施します。

マイナンバーカード取得促進事業（新規）

【Ｒ4.1月補正予算額 10百万円】 政策企画部情報システム課情報化推進Ｇ（029-301-2551）

【事業内容】
市町村の圏域を超えて多くの県民が集まる場所において、新たにマイナンバーカード

の「出張申請サポート窓口」を設置することで、市町村の取組みをフォローし、マイナ
ンバーカードの更なる普及を促進

【設置場所】
１ 運転免許センター（平日・日曜日）
２ 県内集客施設（土・日曜日）

（参考）マイナンバーカード交付率（R4.12月末時点）
・全国平均：57.1%
・茨 城 県：55.3%（全国36位）

学校等における安全対策を強化するため、送迎用バスの改修支援や登園管理システム導
入支援など、子どもの安全を守るための支援を行います。

こどもの安心・安全対策支援関連事業（新規）

【Ｒ4.1月補正予算額 399百万円】

【私立小中学校等】 総務部総務課私学振興室 （029-301-2249）
【障害児通所支援事業所等】福祉部障害福祉課自立支援Ｇ（029-301-3363）
【私立幼稚園】 福祉部子ども未来課企画・幼稚園Ｇ（029-301-3252）
【県立特別支援学校】教育庁特別支援教育課管理Ｇ （029-301-5272）
【公立小中学校等】 教育庁保健体育課学校保健・安全Ｇ（029-301-5349）

①送迎用バスの改修支援
（256百万円）

②登園管理システム支援
（112百万円）

③ICTを活用した子どもの
見守り支援（31百万円）

概要 子どもの送迎用バスへの安全装置の装備
等のための改修を支援

登降園・出席の状況等を施設
や保護者がリアルタイムに共有
できるシステムの導入を支援

GPS等を活用した子ども見守
りサービスなど安全対策のため
の機器等の導入を支援

対象

※対象数
は予定

■安全装置の装備が
義務化される施設

・幼稚園 143園
・特別支援学校 20校
・障害児通所支援
事業所等 809カ所

■安全装置の装備
が任意設置の施設
・小学校 36校
・中学校等 22校

■幼稚園 39園 ■障害児通所
支援事業所
等 162カ所

■幼稚園 31園 ■障害児通所
支援事業所
等 162カ所

（台数）計1,292台 （台数）計238台

補助率 定額 定額 国4/5 国3/5、県1/5 国4/5 国3/5、県1/5

上限額 180千円／台 100千円／台 上限700千円 上限200千円

※１ ①②③の「補助率・上限額」は、今後、国が装置の市場価格を踏まえ決定するため、変動の可能性があります。
※２ 表中 「幼稚園」には、幼稚園型認定こども園を含みます。

なお、厚生労働省所管の保育所、認定こども園（幼稚園型認定こども園以外）等は県を経由せず、国から直接市町村を通じて補助する予定です。
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社会資本の整備

土木部監理課予算Ｇ （029-301-4329）

農林水産部農業政策課総務Ｇ（029-301-3817）

１ 国補公共事業

【直轄事業負担金： 8,207百万円】
道路(東関東自動車道水戸線など)、治水(那珂川など)等

【補 助 事 業：19,960百万円(うち流域下水道事業会計560百万円)】
〇防災・減災、国土強靱化の推進など安全・安心の確保等
道路整備、道路・橋梁の老朽化対策、河川改修、防潮堤整備、農地の大区画化等
・事業箇所：道路整備（国道118号袋田バイパス外44箇所）、

橋梁修繕等（国道461号湯の里大橋外27箇所）、
河川改修等（涸沼川外40箇所）、
防潮堤整備等（鹿島港海岸外2箇所）、
農地の大区画化等（三坂地区外10箇所）等

２ 鹿島臨海都市計画下水道事業

〇防災・減災、国土強靱化の推進など安全・安心の確保等
下水道施設の老朽化対策等
・事業箇所：下水処理場設備改築1箇所、管渠改築1箇所等

【全会計28,167百万円】27,608百万円

245百万円
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Ⅳ 令和４年度２月（最終）補正予算案の概要 

 

１ 今回補正額                      （単位：百万円） 

区 分 現    計 補  正  額 補 正 後 計 

一 般 会 計 １，３６３，３８６ ２９，８２８ １，３９３，２１４ 

特 別 会 計 ４６４，１１５ ２１，８０１ ４８５，９１６ 

企 業 会 計 １２６，２４７ ▲２，３６１ １２３，８８６ 

計 １，９５３，７４８ ４９，２６８ ２，００３，０１６ 

 

２ 今回補正の主なもの 

（歳 入）                                                            （百万円） 

・ 県税（法人事業税の増等）                                 ２４，６７４ 

・ 地方消費税清算金（清算金収入の増）                 ９，３３５ 

・ 地方譲与税（特別法人事業譲与税の増等）               ４，８７０ 

・ 地方交付税（国補正関連に伴う増）                  ７，４８８ 

・ 繰入金（財政調整基金繰入金の減等）               ▲１３，０９３ 

・ 繰越金（決算確定に伴う増）                    １２，３８３ 

・ 諸収入（中小企業融資資金貸付金の減等）             ▲１９，４６３ 

・ 県債（臨時財政対策債の増等）                    ２，７８６ 

 

（歳 出）                                                            （百万円） 

①新型コロナウイルス感染症対策関連 

   ・ 感染症予防医療法施行事業                      ７，３８６ 

（第８波にかかる病床確保や公費負担、Ｒ３年度事業費確定による国補助金の返還等による増） 

 

・ いば旅あんしん割事業                         ２７７ 

 （全国旅行支援の実施に係る国補助金の追加交付による増） 

 

・ 中小企業融資資金貸付金（実績による減）            ▲１７，５０６ 

 

②その他 

   新 健やかこども基金積立金                       １，３９３ 

    （市町村が実施する子育て家庭支援施策等に充当する国補分の基金への積増し） 

      

・ 家畜伝染病予防事業                        １，４６５ 

（県内で発生した高病原性鳥インフルエンザにかかる防疫対策等に係る経費等） 

 

・ 税交付金等（税収増に伴う市町村への税交付金等の増）       １２，５２３ 
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・ 公共事業                     【全会計▲ ５３４】 ４３１ 

   （国内示額確定等に伴う増） 

 

・ 農産園芸共同利用施設整備事業（補助金の実績による減）      ▲ １，４４７ 

 

③今後の財政需要を踏まえた積立 

   ・ 財政調整基金積立金                        ３６，６１２ 

（Ｒ５当初予算での取崩し及び今後の地方交付税の精算による減額に備えるための積増し） 

 

 

３ 繰越明許費                                                （単位：百万円） 

区  分 Ｒ３→Ｒ４ Ｒ４→Ｒ５ 増 減 額 増 減 率 

一般会計 １３９，８５９ １０７，１３８ ▲３２，７２１ ▲２３．４％ 

特別会計 ３，２６０ ４，０９８ ８３８ ２５．７％ 

 

 

 

＜参考＞ 新型コロナウイルス感染症対策関連予算の規模       （単位：百万円） 
 

区 分 
R4現計 

A 

今回補正予算 

B 

合計 

A+B 

（参考） 

R5当初 

一般会計 ２１３，７０７ ▲２，３８１ ２１１，３２６ １２６，７５４ 

特別会計 － ３ ３ － 

企業会計 － － － － 

合 計 ２１３，７０７ ▲２，３７８ ２１１，３２９ １２６，７５４ 
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４ 一般会計補正予算款別内訳（歳入） 

 

                                                 （単位：百万円） 

款 名 

補正前の額 

 

（Ａ） 

今回補正額 

 

(Ｂ) 

計 

 

（Ａ＋Ｂ） 

県 税 ３９８，１１３  ２４，６７４  ４２２，７８７  

地 方 消 費 税 清 算 金 １３０，３２０  ９，３３５  １３９，６５５  

地 方 譲 与 税 ５３，１６２  ４，８７０  ５８，０３２  

地 方 特 例 交 付 金 ２，１００  ▲７４  ２，０２６  

地 方 交 付 税 １９７，２６５  ７，４８８  ２０４，７５３  

交通安全対策特別交付金 ７５４  ▲３  ７５１  

分 担 金 及 び 負 担 金 ８，８４０  ▲４９３  ８，３４７  

使 用 料 及 び 手 数 料 １６，１８１  ▲４６９  １５，７１２  

国 庫 支 出 金 ２５１，０３１  ３５４  ２５１，３８５  

財 産 収 入 ２，３３８  １，４８６  ３，８２４  

寄 附 金 １１４  ４７  １６１  

繰 入 金 ２３，１８５  ▲１３，０９３  １０，０９２  

繰 越 金 ９，２１５  １２，３８３  ２１，５９８  

諸 収 入 １５５，２９１  ▲１９，４６３  １３５，８２８  

県 債 １１５，４７７  ２，７８６  １１８，２６３  

計 １，３６３，３８６  ２９，８２８  １，３９３，２１４ 
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５ 一般会計補正予算款別内訳（歳出） 

 

                                           （単位：百万円） 

款 名 

補正前の額 

 

（Ａ） 

今回補正額 

 

（Ｂ） 

計 

 

（Ａ＋Ｂ） 

議 会 費 １，７０５  ▲７８  １，６２７  

総 務 費 ３８，７９２  ３７，３２９  ７６，１２１  

企 画 開 発 費 １１，２７６  １，６５７  １２，９３３  

生 活 環 境 費 １８，０１２  ▲２，６３４  １５，３７８  

保 健 福 祉 費 ３１３，３９１  １２，４３０  ３２５，８２１  

労 働 費 ２，６４６  ▲３４３  ２，３０３  

農 林 水 産 業 費 ５２，０５７  ▲４，０７３  ４７，９８４  

商 工 費 １６６，１７３  ▲３０，２３１  １３５，９４２  

土 木 費 １２５，３６９  ２，２６８  １２７，６３７  

警 察 費 ６２，３５９  ▲１２４  ６２，２３５  

教 育 費 ２６３，３１７  ３，３０７  ２６６，６２４  

災 害 復 旧 費 ８３１  ▲６６１  １７０  

公 債 費 １４６，０２６  ▲１，５６０  １４４，４６６  

諸 支 出 金 １５９，４３２  １２，５４１  １７１，９７３  

予 備 費 ２，０００  －  ２，０００  

計 １，３６３，３８６  ２９，８２８  １，３９３，２１４  
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 ６ 特別会計補正予算 
 
                                           （単位：百万円） 

会 計 名 
補正前の額 

(Ａ) 
今回補正額 

(Ｂ) 
計 

（Ａ＋Ｂ） 

競 輪 事 業 １６，１３３  ３，８２６  １９，９５９ 

公 債 管 理 １７４，５７７  ▲１５８  １７４，４１９  

市 町 村 振 興 資 金 ８６０ ２１１  １，０７１  

鹿島臨海工業地帯造成事業 ２，１９９  １３１  ２，３３０  

県 立 医 療 大 学 付 属 病 院 ３，２３０  ▲１３８  ３，０９２  

国 民 健 康 保 険 ２３６，６９５  １９，２３８  ２５５，９３３  

母子・父子・寡婦福祉資金 ２２７  ３８  ２６５  

中 小 企 業 事 業 資 金 ２，２９８  ▲１，７０２  ５９６  

農 業 改 良 資 金 ７０  ３４９  ４１９  

林 業 ・ 木 材 産 業 改 善 資 金 ９１  ６７  １５８  

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 ７１  ２７６  ３４７  

港 湾 事 業 ８，７１９  ▲５３１  ８，１８８  

都市計画事業土地区画整理事業 １８，９４５  １９４  １９，１３９  

計 ４６４，１１５  ２１，８０１  ４８５，９１６  

 

 
 

７ 企業会計補正予算 
 
                                                 （単位：百万円） 

会 計 名 
補正前の額 

(Ａ) 
今回補正額 

(Ｂ) 
計 

（Ａ＋Ｂ） 

病 院 事 業 ２９，９９９  ▲４４６  ２９，５５３  

水 道 事 業 ３３，２６５  ▲１，３７９  ３１，８８６  

工 業 用 水 道 事 業 １８，８１０  ▲３７４  １８，４３６  

地 域 振 興 事 業 １４，４９６  ▲２０  １４，４７６  

鹿島臨海都市計画下水道事業 ５，８３５  ▲２２５  ５，６１０  

流 域 下 水 道 事 業 ２３，８４２  ８３  ２３，９２５  

計 １２６，２４７  ▲２，３６１  １２３，８８６  
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Ⅴ 知事の専決処分 
   令和４年度下半期（令和４年10月１日から令和５年３月31日まで）における知事の

専決処分による補正予算の概要は次のとおり。 

 

 

（一般会計） 

 令和４年12月20日専決処分 

  補正の内容 

  (1)補正予算内訳 

   【歳入】                         補正額（百万円） 

     国庫支出金                      2,693 

     繰越金                         480   

        合  計                    3,173 

 

   【歳出】                         補正額（百万円） 

     農林水産業費                      946 

     商工費                        2,227   

        合  計                    3,173 

 

  (2)主な内容 

・令和５年１月以降の観光需要喚起策に係る経費 

（観光需要喚起策が令和５年１月以降も実施される予定であることに伴い、必要な

経費を計上するもの。） 

・高病原性鳥インフルエンザ防疫措置に係る経費 

（令和４年11月に発生した高病原性鳥インフルエンザに対する防疫措置に迅速に対

応するため、必要な経費を計上するもの。） 

 

 

（一般会計） 

 令和５年２月20日専決処分 

  補正の内容 

  (1)補正予算内訳 

   【歳入】                         補正額（百万円） 

     国庫支出金                      1,205 

     繰越金                        1,268   

        合  計                    2,473 

 

   【歳出】                         補正額（百万円） 

     農林水産業費                     2,473   

        合  計                    2,473 

63



 

  (2)主な内容 

・高病原性鳥インフルエンザ防疫措置に係る経費 

（令和４年12月、令和５年１月、令和５年２月に発生した高病原性鳥インフルエンザ

に対する防疫措置に迅速に対応するため、必要な経費を計上するもの。） 
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Ⅵ 予算の繰越し 
歳出予算のうち、その性質上又は予算成立後の事由に基づき年度内に支出が終わらない見込みのあるものについ

ては、予算で定め、翌年度に繰り越して使用することができます。これを繰越明許といいます。 

令和４年度予算のうち繰越明許の手続きをとったものは、 

一 般 会 計                  920 億 97 百万円 

特 別 会 計                   34 億 53 百万円 

です。この予算は、令和５年度に繰り越して使用します。 
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Ⅶ 令和 4年度予算下半期収入支出の状況について

１ 一 般 会 計 

一般会計の令和 5 年 3 月 31 日現在の款別歳入予算の収入状況と款別歳出予算の支出状況は、次表のとおりです。 

 

＜令和 4年度一般会計歳入予算額と収入状況＞ 

（令和 5 年 3 月 31 日現在） 

款      別 予 算 現 額 収 入 済 額 収  入  割  合 

1 県 税 
千円 千円 ％ 

422,787,038  410,514,276  97.1  

2 地 方 消 費 税 清 算 金 139,655,007  119,403,027  85.5  

3 地 方 譲 与 税 58,031,557  57,904,173  99.8  

4 地 方 特 例 交 付 金 2,025,575  2,025,575  100.0  

5 地 方 交 付 税 204,752,567  205,077,026  100.2  

6 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 751,040  638,621  85.0  

7 分 担 金 及 び 負 担 金 9,703,880  4,609,993  47.5  

8 使 用 料 及 び 手 数 料 15,711,840  15,695,402  99.9  

9 国 庫 支 出 金 334,439,400  249,868,684  74.7  

10 財 産 収 入 3,824,330  3,971,122  103.8  

11 寄 附 金 161,433  181,864  112.7  

12 繰 入 金 10,648,263  5,912,148  55.5  

13 繰 越 金 32,955,648  32,955,647  100.0  

14 諸 収 入 141,860,640  121,603,950  85.7  

15 県 債 161,947,033  81,003,433  50.0  

合      計 1,539,255,251  1,311,364,941  85.2  
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＜令和 4 年度一般会計歳出予算額と支出状況＞ 

（令和 5 年 3 月 31 日現在） 

款      別 予 算 現 額 支 出 済 額 支  出  割  合 

1 議 会 費 
千円 千円 ％ 

1,633,369  1,591,604  97.4  

2 総 務 費 76,790,698  30,778,728  40.1  

3 企 画 開 発 費 13,088,650  11,040,320  84.4  

4 生 活 環 境 費 17,374,168  7,773,051  44.7  

5 保 健 福 祉 費 327,629,951  217,810,970  66.5  

6 労 働 費 2,302,638  1,824,113  79.2  

7 農 林 水 産 業 費 61,773,810  35,722,547  57.8  

8 商 工 費 180,451,737  153,924,753  85.3  

9 土 木 費 203,836,256  110,337,080  54.1  

10 警 察 費 62,688,900  55,719,440  88.9  

11 教 育 費 272,428,844  240,111,557  88.1  

12 災 害 復 旧 費 1,008,853  196,460  19.5  

13 公 債 費 144,466,282  144,407,103  100.0  

14 諸 支 出 金 171,973,254  151,268,825  88.0  

15 予 備 費 1,807,841  0  0.0  

合      計 1,539,255,251  1,162,506,551  75.5 
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２ 特 別 会 計 
特別会計の令和 5 年 3 月 31 日現在の予算額及び収入支出の状況は、次表のとおりです。それぞれの会計の性質

及び内容により、その執行状況も異なりますが、県は、事業の性質に応じて効率的に執行するよう努めています。 

 

＜令和 4年度特別会計予算額と収入支出の状況＞ 

（令和 5 年 3 月 31 日現在） 

会  計  別 予 算 現 額 
執   行   状   況 

収 入 済 額 収入割合 支 出 済 額 支出割合 

競 輪 事 業 
千円 千円 ％ 千円 ％ 

19,959,090  20,170,034  101.1  19,536,672  97.9  

公 債 管 理 174,419,241  174,381,969  100.0  174,381,969  100.0  

市 町 村 振 興 資 金 1,454,573  1,172,050  80.6  913,396  62.8  

鹿 島 臨 海 工 業 地 帯 造 成 事 業 2,735,749  3,104,558  113.5  1,801,917  65.9  

県 立 医 療 大 学 付 属 病 院 3,110,511  2,886,680  92.8  2,886,371  92.8  

国 民 健 康 保 険 255,932,964  226,963,073  88.7  221,601,139  86.6  

母 子 ・ 父 子 ・ 寡 婦 福 祉 資 金 265,301  268,035  101.0  50,818  19.2  

中 小 企 業 事 業 資 金 595,431  512,579  86.1  370,106  62.2  

農 業 改 良 資 金 419,165  418,440  99.8  64,734  15.4  

林 業 ・ 木 材 産 業 改 善 資 金 158,184  158,284  100.1  3  0.0  

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 347,298  346,918  99.9  69  0.0  

公 共 用 地 先 行 取 得 事 業 － － － － － 

港 湾 事 業 8,790,380  7,158,239  81.4  7,059,424  80.3  

都市計画事業土地区画整理事業 20,592,014  28,092,566  136.4  17,182,787  83.4  

合       計 488,779,901  465,633,425  95.3  445,849,405  91.2  
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Ⅷ 県民の県税負担の状況について 

県の財政は、県民の皆さんの直接・間接の負担によって賄われています。なかでも県税は、財政執行上極めて重要な

歳入であり、常に適正公平な賦課徴収に努力しています。 

令和５年度の県税の当初予算額は、4,268 億 3071 万円（1世帯当たり 35 万 1,075 円、１人当たり 15 万 885 円）とな

っています。 

 

＜県 民 の 県 税 負 担 状 況＞ 

区 分 

税 目 
令和 5年度当初予算額 １世帯当たり負担額 １人当たり負担額 

 千円 円 円 

直 接 税 291.901,155 240,093 103,188 

 う ち 県 民 税 125,272,536 103,039 44,284 

 う ち 自 動 車 税 51,957,273 42,736 18,367 

間 接 税 134,929,550 110,982 47,698 

 う ち 地 方 消 費 税 95,888,729 78,870 33,897 

計 426,830,705 351,075 150,885 

（注）世帯数 1,215,783 世帯、人口 2,828,848 人（5.4.1 現在 統計課調べ） 

県民税には、森林湖沼環境税を含む。 
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Ⅸ 県債及び一時借入金について 

１ 県 債 現 在 高 
県では、県民福祉増進のための各種建設事業や災害復旧事業について、県債を発行し、事業の推進を図っています。 

令和 5年 3月 31 日現在の県債現在高は、一般会計 2兆 1,924 億 8,550 万円、特別会計 1,188 億 1,376 万円です。 

 
＜県 債 現 在 高 表＞ 

（令和 5年 3月 31 日現在） 

会  計  名 前期末現在高 

令和 4年 10 月 1 日から 

令和 5年 3月 31 日まで 現 在 高 

借 入 額 償 還 額 

 千円 千円 千円 千円 

一 般 会 計 2,208,341,923 114,758,834 130,615,258 2,192,485,499 

特  別  会  計 121,649,947 4,408,900 7,245,092 118,813,755 

合 計 2,329,991,870 119,167,734 137,860,350 2,311,299,254 

  

２ 一 時 借 入 金 

一時借入金は、会計年度中に一時的に収支の不均衡を生じ、歳計現金が不足した場合に、その資金の不足を補うた

め借り入れるものです。したがって、一時借入金は、その会計年度の歳入で返済することになります。 

令和４年度下半期の一時借入金状況は、次表のとおりです。 

 

＜一 時 借 入 金 状 況＞ 

 

 

借 入 先 
前 期 末 借 入 金 

現 在 高 

今 期 借 入 金 今 期 償 還 金 

未 償 還 額 

月 金 額 月 金 額 

 千円  千円  千円 千円 

－ － 

4 － 4 － － 

5 － 5 － － 

6 － 6 － － 

7 － 7 － － 

8 － 8 － － 

9 － 9 － － 

合   計 － － － 

    

令和４年 10 月 1日から 

令和５年３月 31 日まで 
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Ⅹ 県有財産の状況について 

１ 公有財産現在高 
公有財産は、次のように分類できます。 

 

 

 

 

 

 

 

これらの財産は、行政運営を円滑に行うための基礎となるものであり、その取得、管理及び処分について、県は、

条例や規則に基づき、適切な執行に努めています。 

令和 5 年 3 月 31 日現在において、県が所有している公有財産の現在高及び令和 4 年度下半期における公有財産の主

な増減は、次表のとおりです。 

公有財産 

行政財産 

普通財産…… 行政財産以外の一切の財産で、県が一般私人と同じ立場で保有するもの 

公 用 財 産…… 

公共用財産…… 

県が事務又は事業を執行するため、自らが直接使用することを

目的とする財産（例えば庁舎、公舎、職員住宅） 

住民の共同利用に供することを目的とする財産 

（例えば学校、道路、図書館） 
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＜公有財産現在高表＞

 単位の 　 行　政　財　産 普　通　財　産 合計 前期末現在高 増減高
（令和４年９月３０日現在）

　 　 名  称 公用財産 公共用財産 計 （Ａ） (B） (A）－（B）

土 地 ㎡ 12,283,480.09 15,886,440.17 28,169,920.26 14,689,846.79 42,859,767.05 42,905,768.16 △ 46,001.11

建 物 ㎡ 706,630.33 2,980,983.51 3,687,613.84 76,128.93 3,763,742.77 3,775,336.99 △ 11,594.22

立　　　木 ｍ3 310,599.49 587.20 311,186.69 -                    311,186.69 310,060.69 1,126.00

か こ い 等 ｍ 143,004.27 435,044.97 578,049.24 1,006,914.68 1,584,963.92 1,529,336.02 55,627.90

工 作 物 電 柱 類 本 266 142 408 2 410 410 0

門 ， 浄 化 槽
個 18,126 21,681 39,807 4,660 44,467 44,258 209

照 明 装 置 等

船 舶 隻 2 3 5 -                    5 5 0

航 空 機 機 1 -                    1 -                    1 1 0

地上権等 ㎡ 7,002,897.91 6,336.03 7,009,233.94 18,648.80 7,027,882.74 7,621,514.11 △ 593,631.37

特許権等 件 -                    -                    -                    93 93 101 △ 8

株券、その他の有価証券等 円 -                    -                    -                    66,937,234,161 66,937,234,161 66,940,934,161 △ 3,700,000

（令和５年３月３１日現在）

区　　　　　　　　　分
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施設名 増減等数量 増減等事由

土地

（農林水産部） 1 高萩土地改良事務所  県営一般農道整備事業  関南Ⅱ期地区  道路敷 △23,054.75㎡ 譲与

2 高萩土地改良事務所一般農道整備事業関南４期地区道路敷 △23,799.80㎡ 譲与

（立地推進部） 3 茨城中央工業団地 12,708.95㎡ 売却△6,647.05㎡、誤記訂正+19,356.00㎡

4 県帰属用地（造成替地） △5,084.00㎡ 売却

5 宮の郷工業団地 △14,052.82㎡ 売却

土地

（総務部） 1 茨城県公館 △5,688.04㎡ 売却

建物

（教育庁） 1 下妻第一高等学校　エレベーター棟 △17,548.74㎡ 誤記訂正

（警察本部） 2 水戸地区見川教職員住宅 △680.66㎡ とりこわし

・令和４年10月１日から令和５年３月31日までの主な増減状況

・土地3,000㎡以上の増減を抽出（土地改良財産は4,000㎡以上、報告漏れは除く）

・建物500㎡以上の増減を抽出（報告漏れは除く）

＜公有財産の主な増減等状況＞

区分

普
通
財
産

行
政
財
産
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２ 基 金 の 状 況 

基金は、特定の目的のために財産を維持し、基金を積み立て、又は定期の資金を運用するため設置するものです。 

令和４年度下半期における積み立て及び取崩しの状況は、次表のとおりです。県は、それぞれの基金について、法

律又は条例に定められた特定の目的に応じ、確実かつ効率的な運用に努めています。 
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基  金  名 前期末現在高 今    期 
差引現在高 

積 立 額 取 崩 額 
 千円 千円 千円 千円 

茨 城 県 財 政 調 整 基 金 41,080,084 791 - 41,080,875 

茨 城 県 災 害 救 助 基 金 1,759,464 35 15,038 1,744,461 

茨 城 県 美 術 資 料 取 得 基 金 900,000 21,690 21,690 900,000 

茨 城 県 県 債 管 理 基 金 139,803,365 30,525,739 12,596,794 157,732,310 

 一 般 会 計 分 47,242,674 2,697 - 47,245,371 

 
特 別 会 計 分 ※ 
【 公 債 管 理 特 別 会 計 】 92,560,691 30,523,042 12,596,794 110,486,939 

茨城県発電用施設周辺地域振興基金 - - - - 

茨 城 県 発 電 用 施 設 周 辺 地 域 

企 業 立 地 資 金 貸 付 基 金 
57,726 9,361 - 67,087 

茨 城 県 環 境 保 全 基 金 94,593 752 27,371 67,974 

茨 城 県 緑 化 基 金 98,939 23,556 63,364 59,131 

茨 城 県 森 林 整 備 担 い 手 対 策 基 金 98,371 2 18,823 79,550 

茨 城 県 ふ る さ と 水 と 土 基 金 915,834 18 11,212 904,640 

特 別 電 源 所 在 県 科 学 技 術 振 興 基 金 - - - - 

茨 城 県 競 輪 事 業 基 金 

【 競 輪 事 業 特 別 会 計 】 
1,540,903 150,031 - 1,690,934 

茨 城 県 原 子 力 安 全 等 推 進 基 金 192,399 4 7,917 184,486 

茨 城 県 介 護 保 険 財 政 安 定 化 基 金 1,840,489 37 - 1,840,526 

茨 城 県 放 射 線 利 用 試 験 

研 究 施 設 等 整 備 基 金 
- - - - 

茨 城 県 有 害 廃 棄 物 等 撤 去 基 金 102,059 4 3,205 98,858 

茨 城 県 後 期 高 齢 者 

医 療 財 政 安 定 化 基 金 
4,605,570 267,745 - 4,873,315 

茨 城 県 森 林 湖 沼 環 境 基 金 338,114 1,778,969 1,296,739 820,344 

茨 城 県 健 や か こ ど も 基 金 1,157,348 1,393,416 407,214 2,143,550 

茨 城 県 高 等 学 校 等 奨 学 基 金 619,001 12 - 619,013 

茨 城 県 農 地 集 積 総 合 支 援 基 金 173,677 165,203 104,740 234,140 

令和 4年 10 月 1日から 

令和 5年 3月 31 日まで 
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茨 城 県 幡 谷 教 育 振 興 基 金 68,903 1 - 68,904 

茨 城 県 地 域 医 療 介 護 総 合 確 保 基 金 11,336,671 5,530,118 2,099,468 14,767,321 

茨城県公共施設長寿命化等推進基金 24,005,403 480 - 24,005,883 

茨 城 県 文 化 振 興 基 金 2,925,796 58 589 2,925,265 

茨 城 県 が ん 対 策 基 金 3,001,515 1,410 1,575 3,001,350 

茨城県国民健康保険財政安定化基金 

【 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 】 
5,967,798 120 3,520,167 2,447,751 

茨 城 県 医 療 提 供 体 制 確 保 基 金 2,594,329 24,574 62,250 2,556,653 

茨 城 県 企 業 立 地 促 進 基 金 20,982,336 420 561,739 20,421,017 

茨 城 県 就 職 支 援 基 金 47,019 1 1,001 46,019 

茨 城 県 森 林 環 境 譲 与 税 基 金 105,642 90,020 50,292 145,370 

茨 城 県 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 

感 染 症 対 応 地 方 創 生 基 金 
2,251,352 2,270,533 1,037,929 3,483,956 

茨 城 県 災 害 ボ ラ ン テ ィ ア 

活 動 支 援 基 金 
25,987 10,178 - 36,165 

茨 城 県 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 

産 業 拠 点 創 出 推 進 基 金 
20,000,000 400 - 20,000,400 

合 計 288,690,687 42,265,678 21,909,117 309,047,248 

※ 満期一括償還県債の元金償還に充てるための積立て 
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